
昨年度は72人の国会議員から、紹介議員を

引き受けていただきました。私たちのとりくみ

に理解と共感の意見が多数寄せられています。

【舟山康江参議院議員（国民民主党）】

・ 支払いの透明化をすすめ、賃金の中

抜きを禁止する法制度を確立すべき

【山下芳生参議院議員（日本共産党）】

・ 大規模公共事業ではなくインフラ維

持保全のための増員が必要

【柚木道義衆議院議員（無所属）】

・ 地元岡山県での復旧・復興、中国地

整と建設業の皆さまのご尽力に感謝

【市田忠義参議院議員（日本共産党）】

・ 国民に必要な公共事業を確実にすす

めるため、ともに頑張りましょう

昨年度の紹介議員一覧は裏
面に掲載しています

生公連（生活関連公共事業推進連絡会議）は、防災、生活関連、環境優先、公

共住宅、下水道整備など国民の暮らしに直結した公共事業を推進し、公共施設の

維持・修繕予算を大幅に増額することや、公共工事、業務委託などにおけるダン

ピング受注を防止し、地域建設業の経営の安定と建設分野で働く全ての労働者に

対して適正な賃金・労働条件が確保されるような仕組みをつくることをめざし、

運動を進めています。

現在、戦後急ピッチでつくられてきた橋やトンネルなどの社会インフラが老朽

化し、老朽化対策（メンテナンス＝維持・修繕）の必要性が叫ばれています。加

えて、東日本大震災をはじめとした、地震災害、豪雨災害などから国民の生命と

財産を守るため、減災・防災対策の必要性も高まってきています。

老朽化対策や災害対応は、大手ゼネコンではなく、地域の建設事業者が大きな

役割を担っています。建設産業の維持発展、公契約法の制定による建設労働者の

処遇・労働環境改善、国土交通行政の執行体制の拡充について、署名を通して世

論形成と要求の前進をめざしています。

私たちの声を国会に！
各議員にも理解ひろまる

生活関連公共事業推進連絡会議（生公連）

〒100-8918 

東京都千代田区霞ヶ関2-1-3

国土交通労働組合内

電話03-3580-4244

森ゆうこ議員に生公連署名を提出する要請団



今年度も、署名へのご協力
をよろしくお願いします。

2018-19 生公連署名紹介議員

衆参 議員名 会派 選挙区 衆参 議員名 会派 選挙区

衆 山岡　　達丸 国民 （比）北海道 参 大島　九州男 国民 比例

衆 池田　　真紀 立憲 （比）北海道 参 井上　　哲士 共産 比例

衆 神谷　　　裕 立憲 （比）北海道 参 市田　　忠義 共産 比例

衆 高橋　千鶴子 共産 （比）東北 参 岩渕　　　友 共産 比例

衆 山崎　　　誠 立憲 （比）東北 参 紙　　　智子 共産 比例

衆 藤野　　保史 共産 （比）北陸信越 参 小池　　　晃 共産 比例

衆 斎藤　　洋明 自民 （比）北陸信越 参 田村　　智子 共産 比例

衆 務台　　俊介 自民 （比）北陸信越 参 大門　実紀史 共産 比例

衆 青山　　大人 国民 （比）北関東 参 武田　　良介 共産 比例

衆 浅野　　　哲 国民 （比）北関東 参 仁比　　聡平 共産 比例

衆 森田　　俊和 国民 （比）北関東 参 山下　　芳生 共産 比例

衆 塩川　　鉄也 共産 （比）北関東 参 福島　みずほ 社民 比例

衆 田嶋　　　要 無フ （比）南関東 参 木戸口　英司 国民 岩手

衆 畑野　　君枝 共産 （比）南関東 参 平野　　達男 自民 岩手

衆 志位　　和夫 共産 （比）南関東 参 舟山　　康江 国民 山形

衆 笠井　　　亮 共産 （比）東京 参 吉良　よし子 共産 東京

衆 宮本　　　徹 共産 （比）東京 参 山添　　　拓 共産 東京

衆 初鹿　　明博 立憲 （比）東京 参 森　　ゆうこ 国民 新潟

衆 本村　　伸子 共産 （比）東海 参 倉林　　明子 共産 京都

衆 穀田　　恵二 共産 （比）近畿 参 辰巳　孝太郎 共産 大阪

衆 清水　　忠史 共産 （比）近畿 参 野田　　国義 立憲 福岡

衆 尾辻　かな子 立憲 （比）近畿 参 伊波　　洋一 沖風 沖縄

衆 櫻井　　　周 立憲 （比）近畿 参 糸数　　慶子 沖風 沖縄

衆 長尾　　秀樹 立憲 （比）近畿 衆議院 ４９人

衆 森山　　浩行 立憲 （比）近畿 参議院 ２３人

衆 津村　　啓介 国民 （比）中国 合計 ７２人

衆 柚木　　道義 無所属 （比）中国

衆 小川　　淳也 無フ （比）四国

衆 稲富　　修二 国民 （比）九州

衆 田村　　貴昭 共産 （比）九州

衆 吉川　　　元 社民 （比）九州 会派別紹介議員数

衆 山内　　康一 立憲 （比）九州 26

衆 横光　　克彦 立憲 （比）九州 18

衆 道下　　大樹 立憲 北海道1 10

衆 荒井　　　聰 立憲 北海道3 2

衆 佐々木　隆博 立憲 北海道6 3

衆 逢坂　　誠二 立憲 北海道8 2

衆 石川　　香織 立憲 北海道11 6

衆 金子　　恵美 無フ 福島1 0

衆 福田　　昭夫 立憲 栃木2 0

衆 村井　　英樹 自民 埼玉1 0

衆 阿部　　知子 立憲 神奈川12 0

衆 鷲尾　英一郎 自民 新潟2 0

衆 菊田　真紀子 無フ 新潟4 0

衆 中島　　克仁 社会保障 山梨1 4

衆 大岡　　敏孝 自民 滋賀1 0

衆 広田　　　一 社会保障 高知2 1

衆 赤嶺　　政賢 共産 沖縄1 72

衆 照屋　　寛徳 社民 沖縄2

公明党

自民党

社民党

国民の声

社会保障を立て直す国民会議

未来日本

民友会

無所属クラブ

国民民主党

無所属

無所属フォーラム

立憲民主党

維新の会

沖縄の風

日本共産党

希望の党

生公連署名集約数・紹介議員数

生公連署名 121,334 72 132,149 71 132,055 72

2018-19 2017-18 2016-17
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《生公連・国会請願の目的と各項目の解説について》 

生公連は、1982年、公共事業費のマイナスシーリングが続くなかで、防災事業や生活関

連公共事業の拡大と建設労働者の労働条件改善をめざし、中央の６団体が参加して結成さ

れました。 

現在では、防災、生活関連、環境優先、公共住宅、下水道整備など国民の暮らしに直結

した公共事業を推進し、公共施設の維持・修繕予算を大幅に増額することや、公共工事、

業務委託などにおけるダンピング受注を防止し、地域建設業の経営の安定と建設分野で働

く全ての労働者に対して適正な賃金・労働条件が確保されるような仕組みをつくることを

めざした運動を進めています。 

かつて、防災・生活関連公共事業が減少した時代に、旧全建労は建交労とともに「防災

署名」を提起し、運動を進めました。生公連の結成と建設産別運動の広がりの中で、その

後、国会請願「生公連署名」として毎年取り組み、国会に積み上げ、最高約120名の国会

議員に紹介議員としての協力を得ました。その結果、今では国土交通省も「生活関連公共

事業」と予算要求で言及するに至っています。しかしながら、実際の公共事業予算の配分

は相変わらず「維持管理予算を削減」し「大規模公共事業の推進」が続けられました。 

現在では、戦後急ピッチでつくられてきた構造物（社会インフラ）の更新期を一斉に迎 

え、国民の安全・安心を保障するためにも「老朽化対策」の重要性が叫ばれています。加 

えて、東日本大震災をはじめとした、地震災害、豪雨災害などから国民の生命と財産を守 

るため、減災・防災対策の必要性も高まってきています。まさに生公連が長年訴え続けて 

きた主張が、世論の主体となる状況となっています。 

このような社会情勢の変化を追い風に、建設産業の維持発展とそのための国土交通行政 

の執行体制の拡充、法律をはじめ労働環境改善の対策等について、署名を通して、世論形 

成と要求の前進をめざすものです。 

 

【請 願 項 目】 

１．災害からの復興、公共事業を防災・生活・環境保全優先に転換すること 

（１）東日本大震災をはじめとする災害からの復旧・復興を最優先で行うこと。 

東日本大震災や福島第一原発事故により、約19万5千人がいまだに避難生活を送るなど

被災者の生活の目処が立っておらず、復興が進んでいないのが現状です。また、毎年のよ

うに全国各地で風水害等による災害が発生しており、被災者の生活再建をはじめとする災

害からの復旧・復興を最優先で進めることが大切です。 

 

（２）公共事業を防災・生活関連・環境保全の事業優先に転換すること。 

日本は、他の先進国と比較しても、公共事業に関連する予算が大きい国ですが、その多く

が、国土開発を目的とした「大規模プロジェクト」に偏重されてきました。しかし、防災
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や生活道路、環境保全のための公共事業はまだまだ必要です。予算のあり方を見直すこと

で、環境に優しく、災害につよい国土を作ることができます。 

 

（３）公共工事の監督・検査、公共施設の維持・管理は国と自治体が責任をもって 

行うこと。 

公共施設の維持・管理を責任のない形で民間開放することは、最終的に利用者に責任を

押しつけることになり、国民の安全・安心を守ることにはなりません。工事の品質は、き

ちんとした施工を行わなければ、確保できないことから、工事の監督や検査は責任の所在

がはっきりした国や自治体の職員で行うことが必要です。 

 

（４）地域建設業育成や建設労働者保護を実施し国民の安心安全を守り、行政機関として

の責任を果たすため、公共事業発注官公庁及び独立行政法人等の体制を強化し、必要な職

員を確保すること。 

国民の安全・安心をまもるためには、国の出先機関にきちんと職員を配置し、地域に根

づいた建設業やそこで働く建設労働者とともに、防災や維持管理を国の責任で行うことが

必要です。しかし、公共事業発注官公庁及び独立行政法人等では、相次ぐ定員削減により

事務所・出張所などの出先機関で職員が減らされており、職員だけでは監督業務や管理業

務がこなせず、業務委託に頼らざるを得ない状況です。良質な社会資本の建設・管理のた

めには、出先機関にこそ優先して必要な職員を確保すべきです。 

 

（５）国民の安全・安心を切り捨てる「地方分権」や「道州制」は行わないこと。 

 現在、政府が進めようとしている「地方分権」「道州制」は、国が国民に対して本来果

たすべき責任を地方自治体に押しつけるものです。 

これからの公共事業の中心は更新期を迎える多数の構造物を計画的、効率的に維持管理

を行うことが重要です。そのための財源の確保、技術・技能力の育成、継承、維持管理を

行う体制の確立など、国が果たすべき責任は重大です。 

憲法に保障されたすべての国民が安全・安心に全国どこでも生活できる権利を保障する

ためにも、国の責任として行う公共事業までも切り捨て、地方に押しつることがあっては

いけません。 

 

（６）災害復興及び公共事業の計画策定にあたっては、過程の情報公開、住民参加システ

ムの確立、年次毎の再検討を原則とすること。 

日本では、経済成長のため「全国総合開発計画」などにより、大型開発優先の公共事業

が進められた結果、自然環境の破壊や公害が引き起こされ、国や地方の財政破綻の一因に

もなっています。災害復興や公共事業において、財界・ゼネコン優先ではなく、国民本位

の事業にしていくためには、住民参加型の民主的な計画策定のシステムづくりが必要です。 
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２．公正な賃金・労働条件と業者の適正な収入・仕事を確保すること 

（１）公契約法（公共事業における賃金等確保法）を制定すること。 

税金が使われる公共事業で働く労働者や下請業者に、正当な賃金や代金が支払われてい

ない場合が多数あります。そのために、生活保護基準以下の生活を強いられている労働者

が少なくなく、建設産業の疲弊にも繋がっています。労働者や下請業者に正当な賃金、代

金を支払うための法律をきちんと制定し、労働者が技術力を発揮することで工事の品質も

向上します。公契約は現在、具体的な条例案を作ろうとする自治体もありますが、国とし

て法律で定め、全国どこでも同じ条件で仕事ができるようにすることが重要です。 

 

（２）建設産業の元下関係における片務性を是正し、下請及び資材業者の適正な利益が確

保される仕組みを作ること。 

日本の建設産業には産別労働組合と経営者連合との「労働協約」がありません。つまり、

「労働協約」による賃金・労働時間の基準が無いために、過度な価格競争による「ダンピ

ング受注」が横行が「低賃金・長時間労働」などの労働条件の悪化を招き、建設労働者の

技術や技能や工事の品質は低下につながっています。 

建設労働者の生活を守り、技術や技能を守り工事の品質を確保するには、政府や地方自

治体が最低制限価格を設定することが、当面極めて重要です。そして、元請けだけが「も

うけ」を確保するのではなく、専門工事業・下請企業・資材業者に適正な支払いが出来る

よう、行政の仕組みを作ることが必要です。 

 

（３）地域の安全・安心を支える中小建設業者の経営安定と建設労働者の雇用を確保でき

る持続的な施策を実行すること。 

地域の中小建設業者は、地域の特性や自然環境を熟知しており、地域住民の生活に密着

しているため、防災やインフラの老朽化対策において重要な役割を担っています。しかし、

財界・ゼネコン主導の「選択と集中」により、公共事業が都市部中心に偏重するもとで、

地域の建設業者は疲弊の一途をたどっています。 

国土交通省も「建設産業の再生と発展のための施策」を掲げていますが、中小建設業者

の経営安定や建設労働者の雇用を守る観点からすれば不十分であり、持続できる建設産業

の再生に向けた施策の充実が求められています。 

 

（４）公共工事及び公共業務等を適正な価格で受注できる入札・契約方式の仕組みを作る

こと。 

公共事業の契約をめぐっては、政・官・財の癒着構造に対する国民からの批判もあり、

公平・公正や透明性が求められてきました。また、品質確保の観点などから総合評価方式

の導入など、入札契約制度の改革が進められています。しかし、根本的な重層下請構造の

是正やダンピング競争防止になっておらず、そのしわ寄せは労働者賃金や資材業者に強い
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られています。 

また、燃料や資材費の高騰なども影響し、相次いで落札の不調が続くなど、公共工 

事をはじめ事業の執行に影響する事態となっており、良質な公共事業を執行に向けて、 

適正な価格で受注できる入札・契約方式が必要です。 

 

（５）建設現場労働災害、じん肺・アスベスト被害の発生を抑えるために予防・防止対策

を強化すること。また、被災者をすみやかに救済すること。 

昨年、秋田で発生した建設現場での法面崩壊事故など、労働災害における建設産業の割

合は依然高く、福島原発事故による汚染処理作業に関わっている労働者の健康問題も大き

な社会問題になりつつあります。 

また、日本に輸入されたアスベストは約1000万トンと言われ、その8 割が建築材とし

て使用されています。建築物の耐用年数・解体のピークが2020年から2040年頃と予測さ

れていることから、撤去現場での飛散防止対策の強化が求められます。 

過去・現在・未来にかかわる建設労働者と周辺住民のいのちと健康を守るうえで、建設

作業現場における予防・防止対策の強化が必要です。また、すべての被害者がすみやかに

救済される抜本的な施策が必要です。 

 

（６）建設業および建設関連業の各業種を労働者派遣法の適用対象としないこと。 

2005年10月に建設雇用改善法が「改正」され、建設業団体が労働者派遣と職業紹介を

行なうことができる制度が発足しました。建設業界内部の派遣事業である「就業機会確保

事業」は、０６年秋、第１号が宮城県で開始されました。派遣された労働者の労働条件を

悪化させないこと、建設業界の外から労働者派遣会社などを参入させないこと、そのため

の監視と具体的措置が必要です。 

 

（７）中小建設・建設関連業が優先的に受注できる施策を実施し、発注機関に官公需法を

徹底させること。 

現在、建設産業全体が疲弊しており、特に、地方部の中小建設業の倒産が相次いでいま

す。地震や土砂・水害などの災害復旧に真っ先に当たるのが、地場の中小建設業です。彼

らの施工力が無ければ、２次３次の被害を防ぐことはできません。しかし、倒産により中

小建設業がいなくなってしまえば、災害復旧にあたる人員もいなくなるのです。中小建設

業が優先的に受注できるシステムをつくり経営の安定を図らなければ、住民の安全・安心

も守れない事になります。官公需法を発注官庁や自治体に徹底させることも重要です。 

 

 

＝ 以 上 ＝  

 


